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　図書館は、一般公衆の利用に供し、その教養・調査研究等に資するとともに、利用
者の生活や仕事上の課題を解決するために必要な情報を提供していくことが目的で設
置される。
　当館は、「暮らしとビジネスを支援する図書館」「千曲川地域文化の創造と発信を
する図書館」「市民協働の図書館づくり」を基本の考え方として平成16年に創設され
た。

事業再評価シート平成 22

 市民及び市外からの利用者

　当館は、近隣市町村の公共図書館(室)等で構成される上田地域図書館情報ネット
ワーク(愛称「エコール」)の一員であり、構成館との連携のもと、地域の図書館サー
ビスの向上、文化振興を目指している。
　講座やセミナーの開催の外、図書館業務については、①利用者のリクエスト本の選
定や新刊等の選定(発注)、②分類・資料の整理、③レファレンス・読書案内、③情報
の収集・保存、④貸出・閲覧、⑤返却、⑥配架等、図書館利用者のサービスを向上さ
せる上で不可欠、かつ、基本的な業務があり、それぞれの項目が相互に関連性をもっ
ている。

本庁のみで実施

　創設以来の方針を継続し、通常のカウンターでの図書館業務の外、地元の大学や市
民団体と協働し、様々な講座や集会事業等を実施している。
　図書館としての基本的な業務については、市の業務として実施しているが、本の修
理やブッカー、配架業務の一部については市民団体に委託をしている。
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　立地環境が、上田駅前というメリットを活かし、人々の普段の暮らしの中にある図
書館、会社や学校からの帰り道にも利用できる図書館としての存在意義は大きい。
　また、「暮らしとビジネスを支援」する図書館として、通常の蔵書のほかに、イン
ターネットやデータベースを使った調べものもできることから、蔵書と電子情報を併
せて調べものができる複合型の図書館としての特徴をもっており、来館者は１日延べ
約600人である。
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来館者数　延べ164,387人、セミナー・イベント開催数　110件（約50％は市民団体との共催
事業）、予約件数　9,815件

33　非常勤職員の司書・司書教諭有資格者数

平成21年度

来館者数　延べ175,168人、セミナー・イベント開催数　106件（約50％は市民団体との共催
事業）、予約件数　7,853件
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　市民団体と定期的に話し合いを持ち、講座、集会事業等を協働開催している。
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6 内部による事業仕分けの改革方針と取組状況

7 その他

8 再評価(行政改革推進室：評価の見直し・今後の方向性)

概　要

　上田市行財政改革大綱では、改革の基本姿勢として「公共サービスの担い手は全て行
政」という従来の考え方から、「市民、自治会、NPO等の多様な主体と行政が協働して公
共サービスを担っていく。」という考え方の転換を目指している。
　全国の公立図書館についても、指定管理者制度の導入が徐々に増えていることから、長
期的展望に立った運営、市民団体との連携などに留意したうえで、行政の事務事業への民
間活力の導入という視点で検討する必要がある。
　図書館業務は図書の貸出･返却のカウンター業務を始め、選書、レファレンス業務、資
料保存に関する事項など、多岐にわたるとともに、「情報ライブラリー」は住民票の発行
等の業務や「暮らしとビジネス支援」という役割もあり、これらの業務や上田図書館等他
の図書館等との役割分担を整理し、可能なところから民間活力の導入を図る必要がある。

再評価の視点 民間活力の導入

実施目標年度 平成 24 年度 方向性 業務委託または指定管理者導入の検討

移管・譲渡 市民(自治会等)主体 庁内分権推進
他事業と統合 民間企業・NPO等主体 地域内分権推進

休止・廃止 委託･指定管理見直し 事業の効率化
縮小 指定管理者化 期限の設定 施設･設備の改善

非常勤職員化 市民協働の推進 歳入確保
拡大 業務委託化 事業内容の見直し 受益者負担の見直し

　市民協働のあり方、図書館としてどのようなあり方がいいのか、市民団体の皆様と懇談
を重ねている。
　市民団体との協働事業を進めるとともに、多岐に渡る図書館のサービスについて、複数
年度にわたる講座の開催や、市民サロンでの文化事業など、市民団体が主体で実施するほ
うが効果があがる事業や、市の図書館として実施したほうが良い事業について、話合いを
進めている。

平成23年度

特記事項
（留意事項等）

　図書館の受付業務については、蔵書の貸出・返却とともに、レファレンス業務につ
ながる相談もある。さらに当館は、図書館利用者のほか、会議室の貸し出し、住民
票、所得証明等、証明書発行等の相談にくる来館者もあり、市の職員としての応対が
必要な部分もある。このため、日々の仕事の中で一定の業務のみを分離することが困
難と感じている。
　「暮らしとビジネス支援」を目指し、上田駅前にある、生活の動線上にある図書館
であるが、行政と市民団体との協働事業を推進するとともに、市民団体相互の平等感
が損なわれないように留意することが重要である。

来年度以降
の取組

現状維持

事業を廃止した
ときの影響

　公立図書館は、社会教育法及び図書館法に基づいて地方公共団体が設置し、利用者
に図書館サービスを提供するものであり、社会教育機関として不可欠である。

平成19年度
事業仕分け

年度
導入目標

年度

　図書館の業務は、多岐に渡るとともに、利用者の皆様と接することが多い。カウンター
においても、貸出・返却、レファレンスや選書のための市民ニーズの把握など相互に関連
性のある業務も多く、幅広い知識と専門性が求められる職務である。利用者の心の内面に
までわたるプライバシー保護の観点からも、部分的に切り離して委託、指定管理化するの
ではなく、行政と市民の協働による図書館づくりを基本として委託の拡大も含めて検討を
進める必要がある。

決定方針
　平成20～22年度に非常勤職員による窓口対応を実施し、平成23年度には指定管理者制度
を導入する。

これまでの
取組状況

　
　パート職員も含めた職員全体の資質向上が図書館利用者へのサービス向上につながるた
め、窓口応対も含め、図書館職員として、職員全体のスキルアップを目指した。蔵書点
検、館内整理の折などに、より図書館業務に精通している職員が講師となり、職場内研修
等の開催に努めてきている。また、図書館業務については、一部委託をしている。

今年度の取組


